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１．研究の目的
日本の障害者雇用は，雇用納付金制度を伴う義務雇用
制度によって一定の成果をあげてきている。最近の障害
者雇用促進法の改正は，短時間雇用労働者の算定や特例
子会社・企業組合での雇用を算定するなど，企業の実雇
用率の向上を目的としたものとなっている。にもかかわ
らず，法定雇用率達成企業は半数にもみたない現状があ
る◎義務雇用制度による障害者雇用は制度そのものに課
題を内包していることが指摘されている（手塚2000：
258-317)。
近年，義務だからではなく，企業の社会的責任として
障害者雇用に取り組むとする企業が出てきている。日本
のＣＳＲと障害者雇用のあり方について，先行研究や調
査報告書を参照し考察する。
２．ＣＳＲの概念
ＣＳＲ（CorPorateSocialResponsibility）は，邦訳では「企業
の社会的責任」と表記される。ＣＳＲという概念は，「２１
世紀に入り頻繁に登場する」（岡本2004：３）ようになっ
た。岡本は「CSRの現状，本質，重要性は明確に説明
しにくいが，その理由の第一はＣＳＲが他分野に関連し
た学際的領域であること，第二はＣＳＲそのものが時代
の要請により日々変化していること」（岡本2004：3-4）
を挙げている。
谷本はＣＳＲを「企業活動のプロセスに社会的公正性
１）
や環境への配慮などを組み込みステイクホルダー（株主，
従業員，顧客，環境，コミュニティなど）に対し，アカウン
タビリティを果たしていくこと。その結果，経済的・社
会的・環境的パフオーマンスの向上をめざすこと｡」（谷
本2004：5）と定義している。
藤井は，2004年の「EuropeanMultistakeholderForum
onCSR」が発表したヨーロッパ型のＣＳＲの定義を紹介
しているが，「CSRとは，社会面及び環境面の考慮を自
主的に業務に統合することである。それは，法的要請や
契約上の業務を上回るものである。ＣＳＲは法律上，契
約上の要請以上のことを行うことである。ＣＳＲは法律
や契約に置き換わるものでも，また，法律及び契約を避
けるためのものでもない｡」（藤井2005：20；European
MultistakeholderForumonCSR2004)。
この研究ノートでは，ＣＳＲを次のように定義し論を
進めることとする。ＣＳＲとは企業が利益を追求するだ
けでなく，企業活動が社会に与える影響に責任を持ち，
あらゆるステー クホルダー （Stakeholder）からの要求に対
して適切な意思決定をすることを意味する。
ＣＳＲは，アメリカ型のステークホルダーに対して説
明責任を果たし，財務状況や経営の透明性を高めるな
ど，適切な企業統治とコンプライアンスを実施し「リス
クマネジメント」と「内部統制」を徹底する活動と，ヨー
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ロッパ型の企業の未来への投資の一環として，持続可能
な社会を実現するため環境や労働問題などに企業が自主
的に取り組む活動という，２つの側面があるとされる。
また，ＣＳＲはコンブライアンスそのものや，営利活
動の一環として行われる顧客や消費者にその企業に対し
ての信頼や安心感などのプラスイメージを与えるＰＲ
(publicrelation）活動，ＣＩ（Corporateidentity）活動とは区別
される。企業倫理が営利活動を含めた企業のすべての活
動の規範であるのに対し，ＣＳＲは企業の自発的活動で
ある。日本では利益を目的としないフイランソロビー
(philanthropy：企業の行う慈善活動）やメセナ（仏語
mecenat：企業による芸術・文化の援護活動）も含むものと
されることもあるが，本研究ノートではそれらは除くも
のとする。
谷本ら（2004）は「CSRの課題」として，「労働と
CSR｣，「女性とCSR｣，「人権とCSR｣，「消費者と
CSR｣，「アクセシブルデザインとCSR｣，「環境と
CSR｣，「コミュニティとCSR｣，「金融機関とCSR」を
挙げており，これらがＣＳＲの範鴫を示していると考え
られる。
３．ＣＳＲと障害者雇用への取り組みのあり方
ＣＳＲがこのように注目されはじめたきっかけの一つ
として，1980年代のグローバル企業による発展途上国で
の強制的な児童労働に対する廃止運動，女性が収入を得
るための新しい仕事の創設の活動や，ヨーロッパを中心
に拡大している若者の失業の問題など，雇用・就労の課
題が存在する。
就労するにあたり健常者よりも困難を持つ障害者雇用
について，藤井は「社会的疎外に反対するビジネスの
ヨーロッパ宣言」（1996）の行動指針にあげられている
｢社員の採用にあたり，長期失業者への偏見及び若年者，
技能の低い者，身体障害など就職に苦労している応募者
への偏見は排除されるべきだ」（藤井2005：25-26）とする
一文を紹介している。ＥＵ諸国の障害者雇用の基本理念
は差別禁止法にあり，障害のある人の雇用への均等な機
会を保証するために，障害者の雇用への参加や訓練への
アプローチを雇用主が負担することを求めている。
日本の企業における障害者雇用は，雇用納付金を伴う
障害者雇用促進法による義務雇用によってなされてい
る。法定雇用率1.8％のところ，2011年６月１日現在の実
雇用率は1.65％，雇用障害者数は36万6,199人（総障害者
数約716万人）となっている。法定雇用率そのものがＥＵ
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のドイツ，フランスの6％に比較し低いままに据え置か
れているが，その雇用率達成企業の割合が45.3％と半数
に満たない。
高齢・障害者雇用支援機構障害者職業総合センター
(2010：61-70）が行った企業に対するアンケー ト調査に
よると，「障害者を雇用した場合の効果」について「法
令を遵守することができる｣，「障害者雇用納付金の支払
いを軽減・解消できる｣，「企業の社会的責任（CSR）を
果たすことができる」の3項目に高い回答を得ている。
また，「障害者雇用の理由になるもの」として「法令を
遵守することができる｣，「企業の社会的責任（CSR）を
果たすことができる」の回答を得ている。しかし，同じ
２）
アンケートで｢CSR専任の部署（もしくは専任者)の有無」
については66.3％の企業が「担当部署ないし担当者を置
いている」にも関わらず，72.4％が「障害者雇用を企業
の社会的責任の取り組みの一環としていない」と回答し
ている。「CSRと障害者雇用との関係」については，「障
害者雇用は企業の社会的責任として重要である」という
項目に対して94.6％が「そう思う｣，「どちらかといえば
そう思う」と回答しているが，「障害者雇用は環境問題
などに比べ，企業の社会的責任としてのアピール性に欠
ける」に対して「そう思う｣，「どちらかといえばそう思
う」と回答した企業が90％近くになっている。
企業はアピール性によってＣＳＲの範鴫を測っており，
障害者雇用は雇用率達成という法令遵守の意味から障害
者雇用に取り組むが。社会的責任としての自発的活動と
はなっていない。この調査結果について山田は，「障害
への配慮の必要性を認識している通常の企業は少数に留
まっている」（山田2011：235）と述べている。
経済同友会は，2003年３月に発表した「第15回企業白
書：｢市場の進化」と社会的責任経営一企業の信頼構築
と持続的な価値創造に向けて一」の中心テーマを「企業
の社会的責任」としている。2003年度には「企業の評価
基準」を用い会員所属企業の代表者による自己評価の回
答結果を集計・分析し，『日本企業のＣＳＲ：現状と課題
一自己評価レポート2003」を発表している。その後も
｢企業評価基準」を用いた「自己評価レポート」の結果
を公表しているが，「日本企業のCSR一進化の軌跡一自
己評価レポート2010」においては，「自己評価シート」
の設問のなかに「若年者雇用の取り組み」（経済同友会
2010：24）や「非正規型社員との対話」（経済同友会20,0：
25）は取り上げられているが，障害者雇用に関しては設
問が準備されていない。
???????????
労働政策研究・研修機構（2005：'9-20）の労働政策研
究報告書「CSR経営と雇用一障害者雇用を例として－Ｊ
においては，『労働におけるＣＳＲのあり方に関する研究
会～中間報告～」（2004/4/24）が示した「社会報告書（サ
ステナビリティ報告書)」に盛り込むことがのぞましいと
考えられる項目の一覧表に「障害者雇用」が入っている
ことを評価し，「企業にとって労働のＣＳＲを推進する上
で，障害者雇用の問題を避けてとおることはできない｣，
｢｢障害者雇用』は法定の障害者雇用率の達成という明確
な目標があることもあってか，『コンプライアンス対応」
の枠組みで位置づけられている」と，障害者雇用を企業
のＣＳＲのなかで位置づけることの重要性を述べている。
しかし，その5年後の調査では，高齢．障害者雇用支
援機構障害者職業総合センター（2010）による報告のと
おり，環境課題や文化活動支援などに比べ障害者雇用は
社会へのアピール度が低いと判断され，必要ではあるが
積極的に対応するものでもないと認識されていることが
明らかになっている。
表１実屈用率と屈用率達成企業の割合
雇用納付金の対象事業者が拡
大
短時間労働者を0.5人として
算定
年
2003
至近の主な法改正点
1992年重度身障者をダプルカ
ウント
1998年雇用率1.6％から現行
の1.8％へ
1998年特例子会社での雇用を
算定
1.48％
ＣＳＲと障害者雇用
注厚生労働符毎年発表から縦者作成
45.5％
２０１０
2０１１
や，労働政策研究・研修機構の報告書の，障害者雇用は
環境問題に比べアピール性が低いとする回答と同様な結
果となっている。
では．ＣＳＲにおける障害者雇用は法が規定する雇用
率達成に関するコンブライアンスとその結果の企業イ
メージ向上の視点のみで捉えられていいのだろうか。
水尾ら（2004：7-9）は，ＣＳＲを「企業組織と社会の健
全な成長を保護し，促進すること目的」とすると定義し，
｢社会や企業をさまざまなリスクから保護する」「予防倫
理」と「社会の福祉や健全な成長を積極的に促進する」
｢積極倫理」を領域とするとしている。これは，先に述
べたＥＵのEuropeanMultistakeholderForumonCSR(2004：
3）の示す定義と同様に，積極的な社会への関与を求め
ている。
４．企業のＣＳＲと障害者雇用の課題
障害者雇用促進法には，雇用率未達成の企業は未達成
の雇用者数に応じて雇用納付金を徴収され，雇用のため
の積極的な方策を講じなければ企業名を公表するという
罰則が定められている。雇用率を達成しなければ，営利
的に企業の損失となり，企業名が公表され企業イメージ
が低下する。逆に雇用率を達成すれば雇用調整金・報奨
金が支給され各種助成金が受けられる。雇用に積極的に
取り組む企業は「優良企業」として厚生労働大臣により
表彰され，マスコミでも報道される。
障害者雇用に関する企業のＣＳＲは，確かに雇用率達
成という量的な成果が公示される。厚生労働省が毎年６
月１日付で発表する民間企業の実雇用率と雇用率達成企
業は，次の表のとおりとなっている。
実雇用率と雇用率達成企業の割合も年々増加している
が，重度障害者をダブルカウント，短時間労働者を重度
なら1人，重度以外を0.5人にカウントでき，障害者雇用
を目的とした特例子会社や企業グループ・事業協同組合
などでの雇用を本社が算定するなど，雇用率達成を目的
とした法改正がなされているにもかかわらず，雇用率達
成企業の割合は半数を下回っている。
この結果は，コンブライアンスの障害者雇用では限界
があることを示している。先に示した経済同友会の「自
己評価シート」に障害者雇用に関する設問が無いこと
５．ＣＳＲの本質に基づいた障害者雇用の展望
ＣＳＲは持続可能な社会を実現することを目的とする
べきものである。企業はその営利活動によって持続可能
な社会をめざしていく。持続可能な社会の存在は企業自
身の永続的な営利活動を保証するものである。企業が存
続するためには，資金や原材料，顧客はもちろん必須で
あるが企業で働く人びとの存在がなくてはならない。
少子化が進む日本では生産年齢人口の減少が予測され
ている。企業のグローバル化やＩＴ化に伴い，有能な労
働者を確保し，育成していくことは企業にとって重要な
課題となってくる。障害者の働く能力は一般に低いと評
価されるが，身体障害のある人びとでは健常者以上の業
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績を挙げているケースがある。また，知的な障害がある
人びとがルーティン的な作業をていねいに成し，売上げ
に貢献している事例もある。筆者が以前調査した鹿児島
県内の障害者を雇用する企業では，「職場の雰囲気がよ
くなった｣，「雇用率を達成している自社に誇りを持つ」
など職場の環境が向上している。
ＣＳＲはコンブライアンスそのものをいうのではない。
自主的に積極的に障害者雇用を進めていくことは企業の
永続性を高めていく重要な要素となる。障害者が企業に
とって有能な労働者となることが，社会全体の労働力不
足の解決のために必要となる。
注
1）Stakeholderのカタカナ表記は，文献により「ステイクホル
ダー」または「ステークホルダー」となっているが，おの
おのの原文のまま引用する。
2）原文は「先任者」となっているが，繁者の責任で「専任者」
と表記し，引用する。
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